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熊本地震発生に伴う浄化槽被害状況調査について 

 

熊本では、たびたび台風や大雨により災害が発生しているが、阿蘇山や有明海、八代海等

の雄大な自然を有し、その自然は、熊本に豊かな恵みをもたらし、私たちは大切に守りなが

ら、その恩恵を享受してきた。 

 

 しかし、平成２８年４月、熊本では、これまでに考えられない災害が発生した。 

４月１４日午後９時２６分（Ｍ6.5 最大震度７）、４月１６日午前１時２５分（Ｍ7.3 最大

震度７）の地震が発生し、活断層に沿った地域では、多くの建物が崩壊し、多数の人が被害

にあった。この地震は、阪神淡路大震災（Ｍ7.3 最大震度７）、東日本大震災（Ｍ9.0 最大震

度７）と同規模の地震であったが、震度７が２回観測されたのは、はじめてのことというこ

とである。 

この地震により、道路等のインフラも寸断され、行政機能も一部麻痺する等、生活環境に

大きな影響を受け、被災地は不便な生活を強いられることになった。 

 

このような状況において、環境省、全国浄化槽団体連合会（以下「全浄連」という。）、熊

本県等から浄化槽の被害状況等についての問合せがあり、その後、環境省、全浄連から調査

の依頼があった。 

調査については、協会会員も自ら被災し、生活環境の保全、公衆衛生の向上のために、被

災浄化槽の復旧に懸命に尽力されている中ではあったが、『この想像を絶する地震を体験した

ものとして、また、協会の役目としても実施すべき』との思いで、環境省、全浄連からの調

査依頼を受けることとなった。 

 

この「平成２８年熊本地震による合併処理浄化槽被害調査」については、全浄連からの助

成を活用し、理事会、維持管理専門委員会で協議を行い、この未曾有の地震を今後の資料と

して役立てていただくための記録として後世に残していくことも私たちの責務であるとの考

えから、会員が保守点検を行っている全ての熊本県内の合併処理浄化槽約７３，０００基に

ついて、会員には大変なご負担をかけることとなったが、会員の協力を得て調査を実施する

こととなった。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 



第１章 平成２８年熊本地震の概要 

 

１ 地震について 

平成２８年４月１４日午後９時２６分、熊本地方を震源地とするマグニチュード 6.5、震

源の深さ１０ｋｍの地震が発生し、益城町で震度 7を観測した。 

その２８時間後の４月１６日午前１時２５分に、同じ熊本地方を震源地とするマグニチ

ュード 7.3 の地震が発生し、益城町、西原村で震度 7を観測した。 

さらに、余震も連続して発生し発震後３６時間のうちに震度６弱以上が７回発生した。 

  当初、１４日に発生した地震が本震で、その後に発生するものは余震であり地震の規模 

で上回るとは想定されていなかった。しかし、１６日未明にその規模を上回る地震が発生

した。 

後に、気象庁は４月１４日の地震が前震、４月１６日の地震が本震とする見解を発表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本・大分の主な地震と断層帯（提供：共同通信社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発震時間
4月14日

21時26分頃
4月14日

22時7分頃
4月15日
0時3分頃

4月16日
1時25分頃

4月16日
1時45分頃

4月16日
3時55分頃

4月16日
9時48分頃

最大震度 7 6弱 6強 7 6弱 6強 6弱

マグニチュード 6.5 5.7 6.4 7.3 6 5.8 5.4

深さ 10 10 10 10 20 10 10

北緯 32.7 32.8 32.7 32.8 32.9 33 32.9

東経 130.8 130.8 130.8 130.8 130.9 131.2 130.8

震度6弱（6－）以上の規模の地震の発生



２ 地震の特徴 

  活断層型地震でマグニチュード 6.5 以上の地震後にさらに大きな地震が発生するのは、

日本の地震の観測が開始された明治１８年（1885年）以降初めてのケースであり、また一

連の地震活動において震度７が２回観測されるのは気象庁震度階級が制定されて以来始め

てのことであった。 

  一連の地震において、１４日の地震は日奈久断層帯の北端部の活動であり、１６日の地

震は布田川断層帯の活動によるもので、隣接する二つの断層帯が連動することで発生した

連動型地震とみられている。さらに１６日の本震以降も阿蘇地方から大分県西部地方から

中部地域においても地震が相次いだ。各市町村の最大震度及び発生日時は、表のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4月14日
21時26分頃

4月14日
22時7分頃

4月15日
0時3分頃

4月16日
1時25分頃

4月16日
1時45分頃

4月16日
3時55分頃

4月16日
9時48分頃

熊本市 6- 5+ 6- 6+ 6- 3 4

荒尾市 4 3 3 5- 4 3 3

玉名市 6- 5- 5- 6- 5+ 4 5-

玉東町 4 3 4 5+ 4 3 3

南関町 4 3 3 5- 4 3 3

長洲町 5- 4 4 5+ 5- 3 3

和水町 5- 4 4 6- 5+ 3 4

山鹿市 4 4 4 5+ 4 3 3

菊池市 5+ 5- 4 6+ 5+ 4 6-

合志市 5+ 5- 4 6+ 6- 4 5-

大津町 5+ 5- 4 6+ 5+ 3 5-

菊陽町 5+ 5- 4 6- 6- 3 5-

阿蘇市 5- 4 4 6- 4 5+ 3

南小国町 3 3 3 5+ 4 5- 3

小国町 3 3 3 5+ 4 5- 3

産山村 4 3 3 5+ 3 6+ 3

高森町 5- 4 4 5+ 4 5- 3

西原村 6- 5+ 5+ 7 4

南阿蘇村 5- 4 4 6+ 5- 5+ 4

御船町 5+ 4 5+ 6- 4 2

嘉島町 6- 4 5+ 6+ 5+ 3 4

益城町 7 6- 7

甲佐町 5- 4 5- 5+ 4 2 4

山都町 5+ 4 5- 6- 4 3 4

宇土市 5+ 4 5+ 6+ 4

宇城市 6- 4 6+ 6+ 5- 2 4

美里町 5+ 5- 5+ 6- 4 2 5-

八代市 5- 4 5+ 6- 4 2 4

氷川町 5+ 4 6- 6- 4 2 3

水俣市 4 2 4 5- 3 2 2

芦北町 4 3 4 5+ 4 2 3

津奈木町 4 3 4 5- 3 1 3

人吉市 4 3 4 5- 3 2 3

錦町 3 2 3 4 3 2 2

多良木町 4 3 3 4 3 2 2

湯前町 3 3 3 4 3 2 2

水上村 3 3 3 4 2 2 2

相良村 3 3 3 4 3 2 2

五木村 3 3 3 4 3 1 2

山江村 4 3 4 5- 3 2 3

球磨村 3 3 3 4 3 2 2

あさぎり町 4 3 3 5- 3 2 2

上天草市 5- 4 4 6- 5- 3 3

天草市 5- 4 4 6- 4 3 3

苓北町 4 3 3 4 3 1 2

「熊本地震」
市町村



【市町村最大震度地図】 

 

 

最大震度７ ：阿蘇郡西原村、上益城郡益城町 

最大震度６強：熊本市、菊池市、合志市、菊池郡大津町、阿蘇郡産山村、阿蘇郡南阿蘇村、

上益城郡嘉島町、宇土市、宇城市 

最大震度６弱：玉名市、玉名郡和水町、菊池郡菊陽町、阿蘇市、上益城郡御船町、上益城郡

山都町、下益城郡美里町、八代市、八代郡氷川町、上天草市、天草市 

最大震度５強：玉名郡玉東町、玉名郡長洲町、山鹿市、阿蘇郡南小国町、阿蘇郡小国町、    

阿蘇郡高森町、上益城郡甲佐町、葦北郡芦北町 

最大震度５弱：荒尾市、玉名郡南関町、水俣市、葦北郡津奈木町、人吉市、球磨郡山江村、

球磨郡あさぎり町 

最大震度４ ：球磨郡錦町、球磨郡多良木町、球磨郡湯前町、球磨郡水上村、球磨郡相良村、

球磨郡五木村、球磨郡球磨村、天草郡苓北町 

最大震度 市町村数 色区分
7 2

６強 9
６弱 11
５強 8
５弱 7
4 8

熊本市

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和
水
町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町

西原村

御船町

嘉島町

益城町

甲佐町

山都町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市

人吉市
錦町

あさぎり町

多良木町

湯前町

水上村

相良村

五木村

山江村

球磨村

天草市

上天草市

苓北町

山鹿市

阿蘇市

南阿蘇村

美里町

玉
東
町

氷川町



３ 地震の被害状況 

（１）人的被害状況 

熊本県危機管理防災課が発表（平成 29 年 1 月 24 日）している人的被害は、地震によ

る直接の死者数５０人、関連死者数は１３３人、計１８８人である。熊本県危機管理課

が発表した資料は次のとおりである。 

 

 



（２）住家等被害状況 

   熊本県危機管理防災課発表（平成 29 年 1 月 24 日）では、住家全壊数が１２，４２７

（世帯数に対し 1.8％）、住家半壊数が６３，１０７（世帯数に対し 8.9％）、住家一部破

損数が１１５，５７０（世帯数に対し 16.4％）であり、住家被害の総数が１９１，１０

４（世帯数に対し 27.1％）となっており、多くの人が被害を受けている。        

（県内の住宅戸数等が不明のため世帯を参考とした。） 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村
最大
震度

世帯数
28/4/1現

在

住家全
壊数

住家半
壊数

住家一部
破損数

非住家
（棟）

全壊率
（全壊数
/世帯
数）

半壊率
（半壊数
/世帯
数）

一部破損
率（一部破
損数/世帯
数）

住家損壊
率（全住家
損壊数/世
帯数）

熊本市 6+ 316,466 5,663 44,296 66,814 143 1.8% 14.0% 21.1% 36.9%
荒尾市 5- 20,837 298 20 0.0% 0.0% 1.4% 1.4%
玉名市 6- 24,560 10 84 1,433 4 0.0% 0.3% 5.8% 6.2%
玉東町 5+ 1,818 13 132 263 17 0.7% 7.3% 14.5% 22.4%
南関町 5- 3,544 1 2 74 14 0.0% 0.1% 2.1% 2.2%
長洲町 5+ 6,129 341 6 0.0% 0.0% 5.6% 5.6%
和水町 6- 3,518 33 84 10 0.0% 0.9% 2.4% 3.3%
山鹿市 5+ 19,100 17 449 159 0.0% 0.1% 2.4% 2.4%
菊池市 6+ 17,015 67 618 2,517 924 0.4% 3.6% 14.8% 18.8%
合志市 6+ 20,843 57 860 6,248 340 0.3% 4.1% 30.0% 34.4%
大津町 6+ 12,857 125 1,351 3,373 1 1.0% 10.5% 26.2% 37.7%
菊陽町 6- 16,088 15 591 4,492 161 0.1% 3.7% 27.9% 31.7%
阿蘇市 6- 10,048 118 802 1,459 67 1.2% 8.0% 14.5% 23.7%

南小国町 5+ 1,648 1 37 163 76 0.1% 2.2% 9.9% 12.2%
小国町 5+ 2,765 1 130 0.0% 0.0% 4.7% 4.7%
産山村 6+ 532 12 44 168 2 2.3% 8.3% 31.6% 42.1%
高森町 5+ 2,442 1 109 90 0.0% 0.0% 4.5% 4.5%
西原村 7 2,358 513 848 1,047 21.8% 36.0% 44.4% 102.1%

南阿蘇村 6+ 4,693 683 861 1,133 14.6% 18.3% 24.1% 57.0%
御船町 6- 6,307 435 2,153 2,055 6.9% 34.1% 32.6% 73.6%
嘉島町 6+ 3,198 308 622 2,115 14 9.6% 19.4% 66.1% 95.2%
益城町 7 11,534 3,508 3,754 4,502 6,006 30.4% 32.5% 39.0% 102.0%
甲佐町 5+ 3,701 141 1,078 1,336 3.8% 29.1% 36.1% 69.0%
山都町 6- 5,549 18 228 425 0.3% 4.1% 7.7% 12.1%
宇土市 6+ 13,324 126 1,553 5,400 1,542 0.9% 11.7% 40.5% 53.1%
宇城市 6+ 21,485 535 2,244 5,283 2.5% 10.4% 24.6% 37.5%
美里町 6- 3,576 17 244 575 2 0.5% 6.8% 16.1% 23.4%
八代市 6- 48,017 25 456 2,303 950 0.1% 0.9% 4.8% 5.8%
氷川町 6- 3,891 36 191 737 0.9% 4.9% 18.9% 24.8%
水俣市 5- 10,556 1 5 0.0% 0.0% 0.0% 0.1%
芦北町 5+ 6,468 4 29 0.0% 0.1% 0.4% 0.5%

津奈木町 5- 1,727 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
人吉市 5- 13,706 42 0.0% 0.0% 0.3% 0.3%
錦町 4 3,608 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

多良木町 4 3,524 2 2 0.0% 0.0% 0.1% 0.1%
湯前町 4 1,481 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
水上村 4 804 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
相良村 4 1,512 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
五木村 4 462 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
山江村 5- 1,145 2 1 0.0% 0.0% 0.2% 0.2%
球磨村 4 1,356 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

あさぎり町 5- 5,261 6 1 0.0% 0.0% 0.1% 0.1%
上天草市 6- 10,360 1 99 0.0% 0.0% 1.0% 1.0%
天草市 6- 32,946 59 0.0% 0.0% 0.2% 0.2%
苓北町 4 2,877 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

総　計 705,636 12,427 63,107 115,570 10,552 1.8% 8.9% 16.4% 27.1%

震度6弱
以上

589,165 12,271 61,834 112,321 4,160 2.1% 10.5% 19.1% 31.6%



（３）避難所・避難者数一覧 

  熊本県災害警戒本部が発表した避難者数一覧は下表のとおりである。 

                        平成 28年 10 月 25 日 16 時 30 分発表 

                                    熊本県災害警戒本部 

 

 

 



第２章 浄化槽の被害状況調査 

 

１ 調査の目的 

平成２８年熊本地震により、熊本県そして県民は、尊い人命や貴重な財産、文化財、豊

かな自然環境等に甚大な被害を被った。 

この未曾有の大地震は、生活環境の保全、公衆衛生の向上の役割を担っている浄化槽に

も被害を与えた。 

浄化槽の普及活動や浄化槽法に基づく保守点検や清掃及び検査を実施することで、県民

の衛生的で文化的な生活環境の向上及び豊かな水環境の保全に努めている協会としては、

この地震による浄化槽への影響を把握し、今後の浄化槽の普及に資すること、また、浄化

槽の被害状況を後世に伝えていくことは未曾有の大地震を経験したものの責務であり地震

による浄化槽の被害状況は貴重な資料となるとの思いを目的に、この調査を実施すること

とした。 

 

調査は、協会会員が保守点検を行っている県下の合併処理浄化槽約７３，０００基とした。 

 

※全浄連からの依頼による調査の他、環境省から、熊本地震で被害が大きい地区で被害

を受けた浄化槽が今後も使用が見込まれる浄化槽についての被害調査の依頼があり、

約８００基（８市町村で一市町村１００基程度）の浄化槽について、現地調査を実施

し別途取りまとめた。 

 

２ 調査の方法 

  調査については、協会の理事会、維持管理専門委員会で、協議を重ね浄化槽の保守点検

業を行っている会員の協力を得て実施することとした。 

  具体的には、協会で把握している浄化槽保守点検業者の登録のある会員（以下「会員」

という。）ごとに、協会が把握している合併処理浄化槽をリストアップし、それに被害状況

等を記載できる一覧表として「熊本地震浄化槽被害実態調査書」（以下「調査書」という。）

を作成し、その調査書を会員に送付し、会員が調査書に地震発生から９月までに把握した

被害等の状況を記載し、熊本地震浄化槽被害実態調査報告書（以下「報告書」という。）と

併せて協会へ返送し、協会が取りまとめる方法で実施した。 

 

 ＜調査の流れ＞ 

    協 会          会員（保守点検業者）        協 会 

 

 

  

 

 

調査書地震発生後から

9 月までの保守点検時

等に得られた被害状況

等から調査書の作成 

調査書の取

りまとめ 

調査書の書式等

の作成（合併処理

浄化槽会員ごと）

及び送付 



３ 調査計画 

（１）調査地域 

熊本県下全域の４５市町村（県内全ての市町村が最大震度４以上を記録） 

 

（２）調査対象浄化槽 

 ①市町村別基数 

   平成２８年４月１日現在の熊本県に設置されている合併処理浄化槽７７，９２０基の

うち、会員が保守点検を行っているものと協会が把握している７３，４５１基（94.3％）

を対象とした。 

市町村ごとの調査対象基数は表のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

 

②人槽別基数 

   人槽別調査対象基数は、５人槽２７，０５１基（36.4％）、７人槽２８，５７３基（38.4％）

で、５人槽及び７人槽で７４．８％を占め、また１０人槽以下が６８，２１８基（92.9％）、

１１人槽以上が５，２３３基（7.1％）である。専用住宅を含む全ての施設の合併処理浄

化槽とした。人槽別調査基数は、表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

人槽 ５人 ６人 ７人 ８人 ９人 １０人
１１人～
５０人

５１人～
２００人

２０１人～
５００人

５０１人～ 計

基数 27,051 4,685 28,573 4,336 4 3,569 3,476 1,227 378 152 73,451

割合（％） (36.8%) (6.4%) (38.9%) (5.9%) (0.0%) (4.9%) (4.7%) (1.7%) (0.5%) (0.2%) (100.0%)

 

市町村 基数 市町村 基数 市町村 基数 市町村 基数
熊本市 10,491 阿蘇市 2,457 宇土市 816 人吉市 1,002

荒尾市 1,651 南小国町 464 宇城市 3,307 錦町 908

玉名市 4,163 小国町 861 美里町 1,821 多良木町 630

玉東町 904 産山村 256 八代市 6,445 湯前町 165

南関町 1,079 高森町 927 氷川町 221 水上村 111

長洲町 5 西原村 1,480 水俣市 1,904 相良村 117

和水町 1,975 南阿蘇村 2,265 芦北町 2,716 五木村 194

山鹿市 2,523 御船町 1,223 津奈木町 1,167 山江村 136

菊池市 2,183 嘉島町 596 上天草市 2,694 球磨村 675

合志市 103 益城町 248 天草市 6,384 あさぎり町 491

大津町 891 甲佐町 1,755 苓北町 447

菊陽町 49 山都町 2,551 　合　計 73,451



４ 調査の実施 

（１）調査の依頼 

   会員９８事業所（会員事業所名称は、一覧のとおり）に、会員事業所も被災しておら

れる中、調査の趣旨を理解いただき次の協力のお願いの文書により、協力を依頼した。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【調査協力会員】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支部名 支部名

熊本支部 有限会社　アクアサービス 御船支部 有限会社　御船清掃公社

有限会社　旭清掃社 有限会社　御船綜合管理

有限会社　安達商会 有限会社　米満商会

有限会社　植木環境保全 米村衛生　有限会社

川崎設備　有限会社 宇城支部 有限会社　宇土環境

株式会社　環境総合 有限会社　江口衛生社

株式会社　九州環境保全 株式会社　オカムラ

九州ニッコー　株式会社 有限会社　小川清掃

有限会社　共栄総合メンテナンス 有限会社　新和

株式会社　協働社 有限会社　大東工業

協業組合　熊本清掃公社 有限会社　砥用衛生社

有限会社　熊本ニシカン 有限会社　成田電気工事店

有限会社　熊本日化サービス 有限会社　松橋総合メンテナンス

株式会社　健康舎 株式会社　美里環境

有限会社　光水メンテナンス 有限会社　三角環境

武田施設産業　有限会社 八代支部 株式会社　イケダ

東洋工業　株式会社 有限会社　浄化槽維持管理センター

株式会社　東和 タサキ浄化槽

株式会社　松岡清掃公社 有限会社　八代郡浄化槽管理センター

有限会社　宮崎清掃社 協業組合　八代清掃公社

株式会社　森田設備 株式会社　八代美研

有明支部 株式会社　アーステック ヤナヅメ浄化槽

有明衛研センター 和久田設備

有明環境技研　株式会社 水俣支部 有限会社　諌山産業

株式会社　五心環境メンテナンス玉名 有限会社　五代産業

有限会社　田上総業 株式会社　城南クリーン

玉名衛生管理事務所 南部環境　株式会社

有限会社　玉名衛生協会 有限会社　水俣浄化槽管理センター

有限会社　玉名北部環境 株式会社　吉永商会

株式会社　中央環境管理センター 人吉支部 有限会社　球磨衛生設備管理公社

中央設備工業　株式会社 有限会社　はと衛生社

山鹿支部 有限会社　平成美掃 人吉衛生設備管理　有限会社

有限会社　山鹿浄化槽管理センター 天草支部 天草設備　株式会社

菊池支部 有限会社　旭総合メンテナンス 天草ビル管理　株式会社

株式会社　セイブクリーン 有限会社　牛深環境整備センター

中野衛生　有限会社 有限会社　海老本電設

有限会社　日本バイオ 有限会社　河浦環境清掃公社

有限会社　日野環境 株式会社　熊本メンテナンス

阿蘇支部 有限会社　阿蘇管理センター 綜合環境保全　有限会社

有限会社　あそ清掃社 有限会社　大栄クリーン工業

有限会社　上村商会 大日本清掃　有限会社

有限会社　大阿蘇清掃社 連川設備

有限会社　財津総業 合資会社　福島電気商会

有限会社　高野商会 保清衛生　有限会社

御船支部 有限会社　大谷清掃公社 有限会社　丸野衛生社

有限会社　甲佐衛生社 有限会社　山下衛生社

有限会社　出崎商会 有限会社　苓北浄化槽管理センター

株式会社　みずほ環境公社

有限会社　御船健康社

フジクリーン工業株式会社
熊本営業所

西日本高速道路エンジニアリング九州
株式会社熊本支店

事　業　所　名 事　業　所　名

合計 98



（２）調査書 

   調査書は、協会が把握している７３，４５１基の合併処理浄化槽について、登録番号、

管理者名、設置場所名、施設名及び人槽を一覧にし、調査項目の被害状況記入欄を設け

たものを作成。 

 

（３）調査項目 

調査項目については、全浄連の調査項目を参考にし、家屋の被害状況、応急措置等及

び浄化槽の廃止等を追加した１８項目とした。 

  

 

                 

 

（４）調査期間 

   協会が調査書の発送期日：平成２８年８月２９日 

会員が協会への回答期限：平成２８年９月３０日 

 

 

 

熊本地震浄化槽被害実態調査書の記入について

　１．調査対象浄化槽のリストについて

　　　　○協会が、法定検査システムで貴会員が保守点検をしていると把握している合併処理浄化槽です。

　　　　　ただし、最終検査日等の情報で有りますので、現在保守点検されていない場合もあります。

    　　　もし、保守点検されていない場合は、管理者名等に、取消線を入れてください。

　２．報告方法

　　　①家屋（施設）の損壊については、全壊は「全」、半壊は「半」、一部損壊は「一」を記入して下さい。

　　　②浄化槽に異常がなかった場合は、被害なしに○を記入。（調査基数の確認になります）

　　　③浄化槽に被害が認められた場合は、被害箇所のチェック欄に○を記入して下さい。

　　　④その他の異常等は特記事項に記入して下さい。

　　　⑤応急措置、修理等が済みについても記入して下さい。

　　　⑥被害が大きく既に廃止または廃止予定についても○をお願いします。

　　　⑦何も記入が無いものは、未確認の取り扱いになる場合があります。必ず記入をお願いいたします。

　３．熊本地震浄化槽被害実態調査書(報告例）

登録番号 管理者名
設置場
所市町

村

設置場所町域名 施設名 人槽

家屋
(施設）
の損壊
（全・
半・一
部）

浄化
槽

被害
無し

浄化槽
本体の
浮上・
沈下

（浮OR
沈）

浄化槽
本体の
破損・
変形
（破OR
変）

漏水
流入配
管

放流配
管

会所
（イン
バート
マス）

放流ポ
ンプ

送風機
（ブロ
ワ）

散気管
等内部
装置

接触材
及び担
体

原水ポ
ンプ槽
及び流
量調整
槽の破
損等

スク
リーン
設備等
の破損

汚泥処
理設備
等の破
損等

その他
（特記
事項）
※添付
書類も
可

応急措
置・修
理等済

浄化槽
廃止
（予定
含む）

１２３４５６ 浄化太郎 嘉島町 上仲間２２７－８６ ○○事務所 8

○

６５４３２１ 熊本花子 嘉島町 上島０００－５５５ 自宅 10

一 浮 ○ ○

４４４４４４ 九州吾朗 嘉島町 上仲間 自宅 10

９９９９９９ 肥後次郎 嘉島町 鯰１２３－４５６ △△工場 150

○ ○



第３章 調査結果 

  

１ 回答基数 

９８会員から、調査対象基数７３，４５１基について調査報告（地震発生から 9 月まで

に把握した被害状況）があり、被害の有無報告基数（被害の有無が確認できる浄化槽）が

６９，１７９基（94.2％）、その他（確認なし）が４，０７１基（5.5％）、地震以外廃止・ 

下水道が２０１基（0.3％）であった。 

被害の有無報告基数は、地震による被害の有、無が確認できたもの及び家屋の解体や全

壊により浄化槽の被害状況が確認できないが状況から被害があると思われるもの（以下「地

震の影響で確認できず」という。）を含む。 

その他（確認なし）は、保守点検を実施していない、空家或いは未調査等で確認ができ

なかったものである。 

地震以外廃止・下水道は、地震に関係なく地震発生以前に廃止されたものである。 

 

２ 被害状況 

被害の有無報告件数のうち、浄化槽被害有が１，７７０基（2.4％）、被害無が６７，２

４２基（91.5％）であった。また、地震の影響で確認できずが１６７基（0.2％）あるが、

これは、家屋の全壊或いは地震により管理を中止されているもの等を含んでおり、被害が

ある浄化槽がかなりの割合で存在すると思われる。 

 

３ 人槽別被害状況 

  人槽別の被害状況を見ると、調査総数に対して（以下割合は調査総数に対して）５人槽

から１０人槽の被害率が１．７％から３．６％であり、平均で２．１％である。それに対

して、１１人槽以上は５．２％から１２．４％であり、平均で６．７％であった。 浄化

槽の設置場所の震度まで解析できないが、人槽ごとの設置分布に偏りがないと考えれば、

浄化槽の規模が大きくなるほど被害を受けている結果となった。 

 

浄化槽人槽

合計 73,451 69,179 (94.2%) 1,770 (2.4%) 167 (0.2%) 67,242 (91.5%) 4,071 (5.5%) 201 (0.3%)

5人 27,051 25,233 (93.3%) 473 (1.7%) 63 (0.2%) 24,697 (91.3%) 1,752 (6.5%) 66 (0.2%)

6人 4,685 4,279 (91.3%) 117 (2.5%) 6 (0.1%) 4,156 (88.7%) 375 (8.0%) 31 (0.7%)

7人 28,573 27,355 (95.7%) 566 (2.0%) 66 (0.2%) 26,723 (93.5%) 1,162 (4.1%) 56 (0.2%)

8人 4,336 4,041 (93.2%) 154 (3.6%) 13 (0.3%) 3,874 (89.3%) 287 (6.6%) 8 (0.2%)

9人 4 3 (75.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3 (75.0%) 0 (0.0%) 1 (25.0%)

10人 3,569 3,357 (94.1%) 109 (3.1%) 7 (0.2%) 3,241 (90.8%) 197 (5.5%) 15 (0.4%)

11人～50人 3,476 3,262 (93.8%) 182 (5.2%) 3 (0.1%) 3,077 (88.5%) 200 (5.8%) 14 (0.4%)

51人～200人 1,227 1,145 (93.3%) 107 (8.7%) 5 (0.4%) 1,033 (84.2%) 74 (6.0%) 8 (0.7%)

201人～500人 378 357 (94.4%) 47 (12.4%) 4 (1.1%) 306 (81.0%) 19 (5.0%) 2 (0.5%)

501人～ 152 147 (96.7%) 15 (9.9%) 0 (0.0%) 132 (86.8%) 5 (3.3%) 0 (0.0%)

調査
総数

被害の有無報告
件数（地震の影
響で確認できず

含む）

浄化槽被害有

地震の影響で確
認できず（家屋
解体・全壊含

む）

浄化槽被害無
その他（確認な

し）
地震以外廃止･

下水道



４ 市町村別被害状況 

市町村ごとの被害状況については、日奈久、布田川断層に沿う形で南阿蘇地域から御船

地域そして宇城地域にかけ被害が大きくなっている。特に、被害有が南阿蘇村２６６基

（11.7％）、西原村２８６基（19.3％）、益城町２３基（9.3％）、御船町１６１基（13.2％）、

嘉島町８３基（13.9％）の被害有の率が高く、また、地震の影響で確認できない率も高く

なっている（家屋の解体、全壊により確認不能）。 

 

市町村

合計 73,451 69,179 (94.2%) 1,770 (2.4%) 167 (0.2%) 67,242 (91.5%) 4,071 (5.5%) 201 (0.3%)

熊本市 6± 10,491 9,314 (88.8%) 215 (2.0%) 13 (0.1%) 9,086 (86.6%) 1,081 (10.3%) 96 (0.9%)

荒尾市 5- 1,651 1,651 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1,651 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

玉名市 6- 4,163 3,991 (95.9%) 16 (0.4%) 0 (0.0%) 3,975 (95.5%) 165 (4.0%) 7 (0.2%)

玉東町 5+ 904 902 (99.8%) 8 (0.9%) 0 (0.0%) 894 (98.9%) 2 (0.2%) 0 (0.0%)

南関町 5- 1,079 1,079 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1,079 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

長洲町 5+ 5 4 (80.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 4 (80.0%) 1 (20.0%) 0 (0.0%)

和水町 6- 1,975 1,975 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1,975 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

山鹿市 5+ 2,523 2,409 (95.5%) 8 (0.3%) 0 (0.0%) 2,401 (95.2%) 114 (4.5%) 0 (0.0%)

菊池市 6+ 2,183 2,133 (97.7%) 55 (2.5%) 0 (0.0%) 2,078 (95.2%) 36 (1.6%) 14 (0.6%)

合志市 6+ 103 96 (93.2%) 4 (3.9%) 0 (0.0%) 92 (89.3%) 6 (5.8%) 1 (1.0%)

大津町 6+ 891 826 (92.7%) 55 (6.2%) 2 (0.2%) 769 (86.3%) 57 (6.4%) 8 (0.9%)

菊陽町 6- 49 43 (87.8%) 7 (14.3%) 0 (0.0%) 36 (73.5%) 2 (4.1%) 4 (8.2%)

阿蘇市 6- 2,457 2,313 (94.1%) 68 (2.8%) 20 (0.8%) 2,225 (90.6%) 142 (5.8%) 2 (0.1%)

南小国町 5+ 464 436 (94.0%) 5 (1.1%) 1 (0.2%) 430 (92.7%) 23 (5.0%) 5 (1.1%)

小国町 5+ 861 823 (95.6%) 1 (0.1%) 1 (0.1%) 821 (95.4%) 38 (4.4%) 0 (0.0%)

産山村 6+ 256 233 (91.0%) 9 (3.5%) 0 (0.0%) 224 (87.5%) 23 (9.0%) 0 (0.0%)

高森町 5+ 927 883 (95.3%) 2 (0.2%) 1 (0.1%) 880 (94.9%) 44 (4.7%) 0 (0.0%)

西原村 7 1,480 1,391 (94.0%) 286 (19.3%) 36 (2.4%) 1,069 (72.2%) 89 (6.0%) 0 (0.0%)

南阿蘇村 6+ 2,265 2,118 (93.5%) 266 (11.7%) 30 (1.3%) 1,822 (80.4%) 146 (6.4%) 1 (0.0%)

御船町 6- 1,223 1,155 (94.4%) 161 (13.2%) 34 (2.8%) 960 (78.5%) 68 (5.6%) 0 (0.0%)

嘉島町 6+ 596 556 (93.3%) 83 (13.9%) 0 (0.0%) 473 (79.4%) 33 (5.5%) 7 (1.2%)

益城町 7 248 246 (99.2%) 23 (9.3%) 20 (8.1%) 203 (81.9%) 1 (0.4%) 1 (0.4%)

甲佐町 5+ 1,755 706 (40.2%) 111 (6.3%) 1 (0.1%) 594 (33.8%) 1,049 (59.8%) 0 (0.0%)

山都町 6- 2,551 2,501 (98.0%) 57 (2.2%) 2 (0.1%) 2,442 (95.7%) 47 (1.8%) 3 (0.1%)

宇土市 6+ 816 794 (97.3%) 5 (0.6%) 2 (0.2%) 787 (96.4%) 20 (2.5%) 2 (0.2%)

宇城市 6+ 3,307 3,186 (96.3%) 148 (4.5%) 4 (0.1%) 3,034 (91.7%) 119 (3.6%) 2 (0.1%)

美里町 6- 1,821 1,794 (98.5%) 89 (4.9%) 0 (0.0%) 1,705 (93.6%) 26 (1.4%) 1 (0.1%)

八代市 6- 6,445 6,077 (94.3%) 73 (1.1%) 0 (0.0%) 6,004 (93.2%) 344 (5.3%) 24 (0.4%)

氷川町 6- 221 217 (98.2%) 3 (1.4%) 0 (0.0%) 214 (96.8%) 1 (0.5%) 3 (1.4%)

水俣市 5- 1,904 1,882 (98.8%) 2 (0.1%) 0 (0.0%) 1,880 (98.7%) 22 (1.2%) 0 (0.0%)

芦北町 5+ 2,716 2,636 (97.1%) 5 (0.2%) 0 (0.0%) 2,631 (96.9%) 80 (2.9%) 0 (0.0%)

津奈木町 5- 1,167 1,134 (97.2%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1,134 (97.2%) 33 (2.8%) 0 (0.0%)

人吉市 5- 1,002 953 (95.1%) 1 (0.1%) 0 (0.0%) 952 (95.0%) 49 (4.9%) 0 (0.0%)

錦町 4 908 908 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 908 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

多良木町 4 630 621 (98.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 621 (98.6%) 1 (0.2%) 8 (1.3%)

湯前町 4 165 161 (97.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 161 (97.6%) 0 (0.0%) 4 (2.4%)

水上村 4 111 111 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 111 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

相良村 4 117 113 (96.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 113 (96.6%) 3 (2.6%) 1 (0.9%)

五木村 4 194 176 (90.7%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 176 (90.7%) 18 (9.3%) 0 (0.0%)

山江村 5- 136 130 (95.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 130 (95.6%) 5 (3.7%) 1 (0.7%)

球磨村 4 675 657 (97.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 657 (97.3%) 18 (2.7%) 0 (0.0%)

あさぎり町 5- 491 490 (99.8%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 490 (99.8%) 0 (0.0%) 1 (0.2%)

上天草市 6- 2,694 2,631 (97.7%) 2 (0.1%) 0 (0.0%) 2,629 (97.6%) 62 (2.3%) 1 (0.0%)

天草市 6- 6,384 6,277 (98.3%) 2 (0.0%) 0 (0.0%) 6,275 (98.3%) 103 (1.6%) 4 (0.1%)

苓北町 4 447 447 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 447 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

52,619 49,867 (94.8%) 1,627 (3.1%) 163 (0.3%) 48,077 (91.4%) 2,571 (4.9%) 181 (0.3%)

最大
震度

6弱以上２２市町
村

調査総数

被害の有無報告
件数（地震の影響
で確認できず含

む）

地震の影響で確
認できず（家屋解

体・全壊含む）
浄化槽被害無 その他（確認なし）浄化槽被害有

地震以外廃止･下
水道



５ 最大震度別被害状況 

最大震度別に被害状況を見ると、震度７の２町村（西原村、益城町）では、３０９基（17.9％）

の浄化槽に被害があり、また家屋の倒壊等で浄化槽の被害が確認できないものが５６基

（3.2％）あった。 

震度６弱以上を記録した２２市町村においては、被害有の浄化槽が、１，６２７基（3.3％）

と高く、また、全被害浄化槽１，７７０基の９２％を占めている。 

震度５の１５市町村（有明・水俣保健所管内等）では１％近くの被害率、震度４の８市

町村（人吉保健所管内等）になると被害は確認できていない。 

被害の率からみると、浄化槽に被害を与える震度は、最大震度６弱と５強で大きな差が

見られることから地震の被害を考慮する場合震度６弱以上が一つの基準に考えることもで

きると思われる。 

 

 

 

６ 被害浄化槽の措置状況 

（１）人槽別措置状況 

被害浄化槽１，７７０基の措置状況は、廃止又は予定が３９７基（22,4％）、修理又は

予定が４４０基（24.9％）、未補修が９３３基（52.7％）であり、調査時においては 60％

以上が応急措置等がなされていないと思われる。 

   人槽別に見ると、５～１０人槽の主に専用住宅に設置されている浄化槽では、廃止又

は予定が被害浄化槽の２４．７％、また未補修の浄化槽が５３．６％となっている。 

１１人槽以上の浄化槽では、廃止又は予定が１３．４％で、修理又は予定が３７．６％

となっている。 

 

 

 

1,728 1,637 (94.7%) 309 (17.9%) 56 (3.2%) 1,272 (73.6%) 90 (5.2%) 1 (0.1%)

20,908 19,256 (92.1%) 840 (4.0%) 51 (0.2%) 18,365 (87.8%) 1,521 (7.3%) 131 (0.6%)

29,983 28,974 (96.6%) 478 (1.6%) 56 (0.2%) 28,440 (94.9%) 960 (3.2%) 49 (0.2%)

10,155 8,799 (86.6%) 140 (1.4%) 4 (0.0%) 8,655 (85.2%) 1,351 (13.3%) 5 (0.0%)

7,430 7,319 (98.5%) 3 (0.0%) 0 (0.0%) 7,316 (98.5%) 109 (1.5%) 2 (0.0%)

3,247 3,194 (98.4%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 3,194 (98.4%) 40 (1.2%) 13 (0.4%)

合計 73,451 69,179 (94.2%) 1,770 (2.4%) 167 (0.2%) 67,242 (91.5%) 4,071 (5.5%) 201 (0.3%)

震度７

最大震度 浄化槽被害有

震度5強

震度6強

調査総数

被害の有無報
告件数（地震の
影響で確認で

きず含む）

地震の影響で
確認できず（家
屋解体・全壊

含む）

浄化槽被害無
その他（確認な

し）
地震以外廃止･

下水道

震度6弱

震度5弱

震度4

浄化槽人槽

397 (22.4%) 440 (24.9%) 933 (52.7%)
5人～10人 350 (24.7%) 308 (21.7%) 761 (53.6%)
11人～50人 28 (15.4%) 60 (33.0%) 94 (51.6%)
51人～200人 14 (13.1%) 35 (32.7%) 58 (54.2%)
201人～500人 5 (10.6%) 24 (51.1%) 18 (38.3%)

501人～ 0 (0.0%) 13 (86.7%) 2 (13.3%)15

1,770
1,419
182
107
47

浄化槽被害有

合計 廃止又は予定 修理又は予定 未補修



（２）震度別措置状況 

震度別の措置状況等は、廃止又は予定の浄化槽は全て震度６弱以上の地域で、震度６

弱と震度５強の間を境に、浄化槽に与える影響に大きな差が出るものと思われる。 

   また、震度５強弱の未補修の率（84.6％）が高いことから、比較的軽微な損傷で浄化

槽の機能に与える影響が少なく、そのまま使用されていると想定される。被害箇所の結

果で検証する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      浄化槽全損壊                 流入配管断裂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       隔壁等損壊              送風機（ブロワ）落下 

 

 

震度6弱以上 397 (24.4%) 418 (25.7%) 812 (49.9%)

震度5強弱 0 (0.0%) 22 (15.4%) 121 (84.6%)

震度4 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

397 (22.4%) 440 (24.9%) 933 (52.7%)1,770

浄化槽人槽

1,627

143

0

浄化槽被害有
合計 廃止又は予定 修理又は予定 未補修

  

  



第４章 全浄連機能保証登録浄化槽の被害状況 

 

１ 調査対象浄化槽 

全浄連の機能保証登録浄化槽調査は、全浄連の要領では、最大震度６弱以上が計測され

た市町村で機能保証登録浄化槽となっている。この要領に基づき、熊本地震においては、

２２市町村に設置してある、５人槽から１０人槽までの合併処理浄化槽で、平成１０年度

から平成２８年６月（１８年２ヶ月）までの機能保証登録浄化槽１２，４２９基とした。 

 

２ 調査方法 

  ９８会員からの調査報告書をもとに、上記調査対象浄化槽により抽出した１２，４２９

基について調査する。 

 

３ 調査基数 

  震度６弱以上を記録した２２市町村における、調査対象浄化槽基数は、表のとおりであ

る。八代市が２，２８４基と最も多く、玉名市、上天草市それに天草市が１，０００基以

上の基数である。 

 

 

 

４ 調査報告基数 

調査基数１２，４２９基のうち、被害の有無報告件数が１２，０８０基（97.2％）、その

他（確認なし）が３３５基（2.7％）、地震以外廃止・下水道が１４基（0.1％）であった。 

 

５ 被害状況 

被害の有無報告件数１２，０８０基のうち、浄化槽被害有が２９９基（2.4％）、被害無

が１１，７３２基（94.4％）であった。また、家屋の倒壊・全壊等で地震の影響で確認で

きずが４９基（0.4％）である。 

浄化槽被害有率は、浄化槽被害調査（県全体）の率２．４％と同じであった。 

 

 
 

市町村 基数 市町村 基数 市町村 基数 市町村 基数
熊本市 707 菊陽町 0 嘉島町 134 八代市 2,284

玉名市 1,393 阿蘇市 941 益城町 67 氷川町 46

和水町 234 産山村 74 山都町 794 上天草市 1,142

菊池市 310 西原村 699 宇土市 442 天草市 1,293

合志市 0 南阿蘇村 155 宇城市 949

大津町 185 御船町 534 美里町 46 合計 12,429

合計 12,429 12,080 (97.2%) 299 (2.4%) 49 (0.4%) 11,732 (94.4%) 335 (2.7%) 14 (0.1%)

その他（確認なし）
地震以外廃止･

下水道
調査総数

被害の有無報告
件数（地震の影響
で確認できず含

む）

浄化槽被害有
地震の影響で確
認できず（家屋解

体・全壊含む）
浄化槽被害無



６ 人槽別の被害状況 

人槽別被害状況を見ると、設置基数は少ないが６人槽及び８人槽の被害率が１０％を超

えており、設置基数が多い５人槽及び７人槽が２．５％程度であった。 

 

 

７ 登録年度別の被害状況 

  登録年度別の被害状況を見ると、平成１７年度以前に登録された浄化槽３，１４７基の

うち１２２基が被害有り（被害率 3.9％）で、平成１８年以降に登録された浄化槽９，０９

３基のうち１７０基が被害あり（被害率 1.9％）であることから、平成１７年以前の設置年

数が古い浄化槽の平均被害率が２倍である。 

平成１７年度以前の登録年度（設置年度）の古い浄化槽の被害率が高くなっている。 

 

 

浄化槽人槽

合計 12,429 12,080 (97.2%) 299 (2.4%) 49 (0.4%) 11,732 (94.4%) 335 (2.7%) 14 (0.1%)

5人 6,165 5,947 (96.5%) 128 (2.1%) 22 (0.4%) 5,797 (94.0%) 212 (3.4%) 6 (0.1%)

6人 78 76 (97.4%) 8 (10.3%) 0 (0.0%) 68 (87.2%) 2 (2.6%) 0 (0.0%)

7人 5,918 5,797 (98.0%) 153 (2.6%) 10 (0.2%) 5,634 (95.2%) 113 (1.9%) 8 (0.1%)

8人 37 35 (94.6%) 4 (10.8%) 0 (0.0%) 31 (83.8%) 2 (5.4%) 0 (0.0%)

10人 231 225 (97.4%) 6 (2.6%) 0 (0.0%) 219 (94.8%) 6 (2.6%) 0 (0.0%)

地震以外廃止･
下水道

調査　　
総数

被害の有無報告
件数（地震の影
響で確認できず

含む）

浄化槽被害有

地震の影響で確
認できず（家屋
解体・全壊含

む）

浄化槽被害無
その他（確認な

し）

登録年度

合計 12,429 12,080 (97.2%) 299 (2.4%) 49 (0.4%) 11,732 (94.4%) 335 (2.7%) 14 (0.1%)

66 65 (98.5%) 5 (7.6%) 0 (0.0%) 60 (90.9%) 1 (1.5%) 0 (0.0%)

Ｈ１１ 159 155 (97.5%) 7 (4.4%) 0 (0.0%) 148 (93.1%) 3 (1.9%) 1 (0.6%)

382 369 (96.6%) 16 (4.2%) 2 (0.5%) 351 (91.9%) 13 (3.4%) 0 (0.0%)

399 388 (97.2%) 10 (2.5%) 3 (0.8%) 375 (94.0%) 10 (2.5%) 1 (0.3%)

413 404 (97.8%) 13 (3.1%) 1 (0.2%) 390 (94.4%) 8 (1.9%) 1 (0.2%)

301 290 (96.3%) 15 (5.0%) 3 (1.0%) 272 (90.4%) 11 (3.7%) 0 (0.0%)

492 468 (95.1%) 19 (3.9%) 1 (0.2%) 448 (91.1%) 19 (3.9%) 5 (1.0%)

935 897 (95.9%) 37 (4.0%) 2 (0.2%) 858 (91.8%) 35 (3.7%) 3 (0.3%)

999 970 (97.1%) 18 (1.8%) 3 (0.3%) 949 (95.0%) 29 (2.9%) 0 (0.0%)

966 936 (96.9%) 23 (2.4%) 3 (0.3%) 910 (94.2%) 29 (3.0%) 1 (0.1%)

899 881 (98.0%) 21 (2.3%) 8 (0.9%) 852 (94.8%) 18 (2.0%) 0 (0.0%)

852 829 (97.3%) 13 (1.5%) 2 (0.2%) 814 (95.5%) 22 (2.6%) 1 (0.1%)

800 787 (98.4%) 11 (1.4%) 6 (0.8%) 770 (96.3%) 13 (1.6%) 0 (0.0%)

Ｈ２３ 824 818 (99.3%) 22 (2.7%) 2 (0.2%) 794 (96.4%) 6 (0.7%) 0 (0.0%)

Ｈ２４ 1,008 985 (97.7%) 20 (2.0%) 7 (0.7%) 958 (95.0%) 23 (2.3%) 0 (0.0%)

Ｈ２５ 1,031 1,015 (98.4%) 18 (1.7%) 5 (0.5%) 992 (96.2%) 16 (1.6%) 0 (0.0%)

Ｈ２６ 854 835 (97.8%) 10 (1.2%) 0 (0.0%) 825 (96.6%) 19 (2.2%) 0 (0.0%)

Ｈ２７ 860 825 (95.9%) 14 (1.6%) 1 (0.1%) 810 (94.2%) 35 (4.1%) 0 (0.0%)

Ｈ２８ 189 163 (86.2%) 7 (3.7%) 0 (0.0%) 156 (82.5%) 25 (13.2%) 1 (0.5%)

調査総数

被害の有無報
告件数  （地震
の影響で確認
できず含む）

地震の影響で
確認できず

（家屋解体・全
壊含む）

浄化槽被害無
その他

（確認なし）
地震以外廃止･

下水道
浄化槽被害有

Ｈ１０

Ｈ１２

Ｈ１３

Ｈ１４

Ｈ１５

Ｈ１６

Ｈ１７

Ｈ１８

Ｈ１９

Ｈ２０

Ｈ２１

Ｈ２２



８ 市町村別被害状況 

  市町村別被害状況を見ると、西原村が１１２基（16.0％）と最も被害の基数、被害率が

大きく、次いで御船町、嘉島町が被害の率が高い。また、震度７を記録した益城町では、

浄化槽被害有５基と家屋の倒壊等で確認できず６基をあわせると、１１基（16.7％）と被

害が大きかったと思われる。震度６弱を記録している上天草市、天草市では、浄化槽の被

害はなかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              担体浮上・隔壁破損 

 

市町村

合計 12,429 12,080 (97.2%) 299 (2.4%) 49 (0.4%) 11,732 (94.4%) 335 (2.7%) 14 (0.1%)

熊本市 6± 707 669 (94.6%) 9 (1.3%) 2 (0.3%) 658 (93.1%) 38 (5.4%) (0.0%)

玉名市 6- 1,393 1,354 (97.2%) 1 (0.1%) 0 (0.0%) 1353 (97.1%) 38 (2.7%) 1 (0.1%)

和水町 6- 234 234 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 234 (100.0%) 0 (0.0%) (0.0%)

菊池市 6+ 310 309 (99.7%) 4 (1.3%) 0 (0.0%) 305 (98.4%) 1 (0.3%) (0.0%)

合志市 6+ 0 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) (0.0%)

大津町 6+ 185 177 (95.7%) 6 (3.2%) 1 (0.5%) 170 (91.9%) 7 (3.8%) 1 (0.5%)

菊陽町 6- 0 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) (0.0%)

阿蘇市 6- 941 913 (97.0%) 14 (1.5%) 11 (1.2%) 888 (94.4%) 28 (3.0%) (0.0%)

産山村 6+ 74 72 (97.3%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 72 (97.3%) 2 (2.7%) (0.0%)

西原村 7 699 669 (95.7%) 112 (16.0%) 9 (1.3%) 548 (78.4%) 30 (4.3%) (0.0%)

南阿蘇村 6+ 155 152 (98.1%) 3 (1.9%) 1 (0.6%) 148 (95.5%) 3 (1.9%) (0.0%)

御船町 6- 534 516 (96.6%) 75 (14.0%) 17 (3.2%) 424 (79.4%) 18 (3.4%) (0.0%)

嘉島町 6+ 134 126 (94.0%) 14 (10.4%) 0 (0.0%) 112 (83.6%) 6 (4.5%) 2 (1.5%)

益城町 7 67 66 (98.5%) 5 (7.5%) 6 (9.0%) 55 (82.1%) 0 (0.0%) 1 (1.5%)

山都町 6- 794 785 (98.9%) 15 (1.9%) 1 (0.1%) 769 (96.9%) 8 (1.0%) 1 (0.1%)

宇土市 6+ 442 438 (99.1%) 1 (0.2%) 1 (0.2%) 436 (98.6%) 3 (0.7%) 1 (0.2%)

宇城市 6+ 949 926 (97.6%) 19 (2.0%) 0 (0.0%) 907 (95.6%) 23 (2.4%) (0.0%)

美里町 6- 46 45 (97.8%) 2 (4.3%) 0 (0.0%) 43 (93.5%) 1 (2.2%) (0.0%)

八代市 6- 2,284 2,175 (95.2%) 19 (0.8%) 0 (0.0%) 2156 (94.4%) 103 (4.5%) 6 (0.3%)

氷川町 6- 46 46 (100.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 46 (100.0%) 0 (0.0%) (0.0%)

上天草市 6- 1,142 1,126 (98.6%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1126 (98.6%) 16 (1.4%) (0.0%)

天草市 6- 1,293 1,282 (99.1%) 0 (0.0%) 0 (0.0%) 1282 (99.1%) 10 (0.8%) 1 (0.1%)

その他（確認なし）
地震以外廃止･下

水道
最大
震度

調査総数

被害の有無報告
件数（地震の影響
で確認できず含

む）

浄化槽被害有
地震の影響で確
認できず（家屋解

体・全壊含む）
浄化槽被害無

 



第 5 章 箇所別被害状況 

 

１ 調査書の取扱い 

（１）調査書の整理 

   浄化槽被害調査書で調査したが、調査項目に、「浄化槽廃止（予定含む）」を設けてい

たことから、個別の破損箇所にチェックがなく、「廃止・全壊」、「その他」の項目に、破

損箇所の装置等が記載されていた。 

調査書を整理する中で、新たな被害箇所項目「沈殿槽」、「消毒槽」、「流入放流配管及

び本体等の蓋」、「スラブ（周囲を含む）」、「槽外空気配管」を設けた。 

また、「その他の特記事項」については、記載内容から被害の箇所をチェック項目箇所

に追加等の整理を行った。 

 

（２）調査結果の報告方法 

  被害箇所調査結果の取りまとめについては、地震の被害の有無が判断される浄化槽を

「判定基数」とし、被害の有無が不明な浄化槽（地震以外の廃止、家屋の全壊のみの確

認等）は報告基数から除外し、調査結果を報告する。 

  「判定基数」６９，０１２基 

＝調査総数７３，４５１基－その他及び地震以外廃止等４，４３９基 

 

○ 用語等の解説 

  ・「判定基数」に対し、全浄連の要領に従って、被害が無い浄化槽を「正常基数」、被害

が有る浄化槽を「異常基数」とする。 

  ・被害箇所の報告基数については、1 基の浄化槽において複数個所（装置等）に被害を

受けている場合、被害箇所それぞれにチェックがあり（重複可）、必ずしも被害箇所個

数が、異常基数と合致するものではない。 

  ・全県下７３，４５１基の浄化槽調査分を「浄化槽被害箇所」、１２，４２９基の機能保

証浄化槽分を「機能保証被害箇所」と報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       スラブ浮上・沈下              流入配管破損 

  



２ 箇所別被害状況 

（１）全体概要 

「浄化槽被害箇所」 

浄化槽の被害の有無判定基数６９，０１２基のうち、正常基数６７，２４２基（97.4％）、

異常基数１，７７０基（2.6％）であった。 

異常基数１，７７０基のうち、浄化槽の損壊が大きく、廃止・全壊が３９７基（0.6％）、

浮上・沈下、漏水、内部装置等の本体に関するものが１，０１９基（1.5％）、流入・放

流配管に関するものが３６７基（0.5％）、ブロワ、槽外空気配管等の送風機に関するも

のが２０３基（0.3％）、スラブ５１基（0.1％）、原水ポンプ、スクリーン等のその他大

型設備が５７基（0.1％）の被害状況である。 

 

 

 

 「機能保証被害箇所」 

機能保証浄化槽の１２，０３１基については、正常基数１１，７３２基（97.5％）、異

常基数２９９基（2.5％）である。浄化槽全体の被害と比較すると、異常基数が０．１％

低いが、廃止・全損壊は０．３％高く、浄化槽本体は０．５％低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     スラブ浮上、流入配管破損            浄化槽周辺地盤 

 

 

基数 割合 69,012 67,242 (97.4%) 1,770 (2.6%) 397 (0.6%) 1,019 (1.5%) 367 (0.5%) 203 (0.3%) 51 (0.1%) 57 (0.1%)

その他設備　
（大型）

廃止・全損壊 浄化槽本体
流入・放流配

管
送風機 スラブ

判定基数 正常基数 異常基数

基数 割合 12,031 11,732 (97.5%) 299 (2.5%) 114 (0.9%) 117 (1.0%) 53 (0.4%) 28 (0.2%) 1 (0.0%) 0 (0.0%)

流入・放流配
管

送風機 スラブ
その他設備

（大型）

判定基数 正常基数 異常基数
廃止・全損壊 浄化槽本体

  



（２）浄化槽本体関係被害状況 

 「浄化槽被害箇所」 

浄化槽本体に関する被害基数１，０１９基のうち、漏水２７２基（0.4％）、散気管等

３３５基（0.5％）と被害が大きく、接触材・担体等の浮上流出２３８基（0.3％）、本体

の破損・変形２２２基（0.3％）、仕切板等及び沈殿槽等も被害を受けている。 

 

 

 

 「機能保証被害箇所」 

機能保証浄化槽の本体に関する被害基数１１７基のうち、漏水２７基（0.2％）、散気

管等３６基（0.3％）と浄化槽全体の被害に対しそれぞれ０．２％低かった。その他の箇

所は同程度の被害率であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

     浄化槽漏水・ろ材の変形             隔壁破損 

 

 

 

 

 

 

基数 割合 68,615 67,596 (98.5%) 1,019 (1.5%) 88 (0.1%) 222 (0.3%) 34 (0.0%) 272 (0.4%) 335 (0.5%) 238 (0.3%) 32 (0.0%)

本体の浮
上・沈下

本体の破
損・変形

仕切板・
バッフル等

漏水 散気管等
接触材・担

体
沈殿・消毒

槽

判定基数 正常基数 異常基数

基数 割合 11,917 11,800 (99.0%) 117 (1.0%) 9 (0.1%) 33 (0.3%) 1 (0.0%) 27 (0.2%) 36 (0.3%) 31 (0.3%) 1 (0.0%)

仕切板・
バッフル等

漏水 散気管等
接触材・担

体
沈殿・消毒

槽

判定基数 正常基数 異常基数 本体の浮
上・沈下

本体の破
損・変形

  



（３）浄化槽流入及び放流管渠関係被害状況 

「浄化槽被害箇所」 

浄化槽流入及び放流管渠に関する被害基数３６７基のうち、流入配管２４６基（0.4％）、

放流配管１６２基（0.2％）、インバートマス５４基（0.1％）に断裂や亀裂及び勾配不良

等の被害があった。 

 

 

 

「機能保証被害箇所」 

機能保証浄化槽の流入及び放流管渠に関する被害基数５３基のうち、流入配管３９基

（0.3％）、放流配管２１基（0.2％）と浄化槽の被害率と同程度であった。 

 

 

 

 

 

 

 

  写真 2 枚程度 

 

 

 

 

 

       流入配管の断裂           インバートマス亀裂・破損 

 

 

 

 

 

 

 

基数 割合 68,615 68,248 (99.5%) 367 (0.5%) 246 (0.4%) 162 (0.2%) 54 (0.1%) 16 (0.0%) 29 (0.0%)

流入配管 放流配管
会所（イン

バートマス）
配管等蓋 放流ポンプ

判定基数 正常基数 異常基数

基数 割合 11,917 11,864 (99.6%) 53 (0.4%) 39 (0.3%) 21 (0.2%) 4 (0.0%) 3 (0.0%) 0 (0.0%)

会所（イン
バートマス）

配管等蓋 放流ポンプ
判定基数 正常基数 異常基数

流入配管 放流配管

  

  



（４）送風機（ブロワ）関係被害状況 

「浄化槽被害箇所」 

送風機に関する被害基数２０３基（0.3％）のうち、送風機（ブロワ）の転倒や落下等

１８２基（0.3％）、槽外空気配管の断裂等２７基（0.0％）の被害があった。 

   

     

 

「機能保証被害箇所」 

機能保証浄化槽の送風機に関する被害基数２７基（0.2％）はすべて送風機（ブロワ）

の被害であった。 

 

     

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 空気配管の切断                      ブロワの転倒破損 

 

 

 

空気配管の切断 

 

 

 

 

基数 割合 68,615 68,412 (99.7%) 203 (0.3%) 182 (0.3%) 27 (0.0%)

送風機（ブロ
ワ）

槽外空気配管
判定基数 正常基数 異常基数

基数 割合 11,917 11,890 (99.8%) 27 (0.2%) 27 (0.2%) 0 (0.0%)

判定基数 正常基数 異常基数 送風機（ブロ
ワ）

槽外空気配管

  

 



（５）スラブ被害状況 

 「浄化槽被害箇所」 

浄化槽のスラブの亀裂や浮上・沈下等の被害基数は５１基（0.1％）であった。 

 

     

 

「機能保証被害箇所」 

機能保証浄化槽のスラブの被害基数は１基であった。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     上部スラブ亀裂・沈降              地盤陥没 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基数 割合 68,615 68,564 (99.9%) 51 (0.1%)

判定基数 正常基数 異常基数

基数 割合 11,917 11,916 (100.0%) 1 (0.0%)

判定基数 正常基数 異常基数

  

 



（６）その他設備（大型浄化槽）関係被害状況 

 「浄化槽被害箇所」 

浄化槽その他の設備に関する被害基数５７基（10.8％）のうち、原水ポンプ槽１７基

（3.2％）、スクリーン設備等１６基（3.0％）、汚泥処理設備等２７基（5.1％）の被害が

あった。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      外壁破損による埋め戻しの土砂流入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       エアーリフト管の断裂 

 

基数 割合 530 473 (89.2%) 57 (10.8%) 17 (3.2%) 16 (3.0%) 27 (5.1%)

原水ポンプ等
スクリーン設

備等
汚泥処理設備

等

判定基数 正常基数 異常基数

 

 



３ 市町村別被害箇所状況 

（１）全合併処理浄化槽の市町村別被害箇所別状況 

   市町村別被害箇所状況は表のとおりである。 

 

最大
震度

調査総
数

浄化槽
被害無

し

浄化
槽本
体の
浮
上・
沈下
（浮
OR
沈）

浄化
槽本
体の
破
損・
変形
（破
OR
変）

仕切
板･
隔
壁・
バッ
フル
等

漏水

散気
管等
内部
装置

接触
材及
び担
体
（槽
含
む）

沈殿
槽

消毒
槽
（薬
筒）

流入
配管(

放流
配管

会所
（イン
バー
トマ
ス）

流入
放流
配管
及び
本体
等の
蓋

放流
ポン

プ（槽
含
む）

送風
機（ブ
ロワ）
電気
不通
含
む）

槽外
空気
配管

スラ
ブ（周
囲含
む）

原水
ポン
プ槽
及び
流量
調整
槽の
破損
等

スク
リー
ン設
備等
の破
損

汚泥
処理
設備
等の
破損
等

応急
措
置・
修理
等済

浄化
槽廃
止
（予
定含
む）・
全損
壊

確認
不能

地震
以外
廃止

熊本市 6± 10,491 9,086 215 (2.0%) 21 30 9 17 48 40 5 1 39 15 8 2 10 20 7 1 9 3 7 84 19 1,094 96

荒尾市 5- 1,651 1,651 0 (0.0%) 0

玉名市 6- 4,163 3,975 16 (0.4%) 2 1 1 4 4 3 1 1 1 8 165 7

玉東町 5+ 904 894 8 (0.9%) 1 1 2 1 4 2

南関町 5- 1,079 1,079 0 (0.0%) 0

長洲町 5+ 5 4 0 (0.0%) 1

和水町 6- 1,975 1,975 0 (0.0%) 0

山鹿市 5+ 2,523 2,401 8 (0.3%) 1 4 1 1 1 4 114

菊池市 6+ 2,183 2,078 55 (2.5%) 1 2 14 10 15 2 3 1 15 24 7 36 14

合志市 6+ 103 92 4 (3.9%) 1 1 1 1 6 1

大津町 6+ 891 769 55 (6.2%) 1 15 3 7 9 9 1 1 1 1 6 1 1 1 10 5 59 8

菊陽町 6- 49 36 7 (14.3%) 4 3 6 2 4

阿蘇市 6- 2,457 2,225 68 (2.8%) 17 14 4 6 4 1 3 1 8 19 162 2

南小国町 5+ 464 430 5 (1.1%) 2 1 4 24 5

小国町 5+ 861 821 1 (0.1%) 1 1 1 1 39

産山村 6+ 256 224 9 (3.5%) 1 2 3 4 23

高森町 5+ 927 880 2 (0.2%) 2 45

西原村 7 1,480 1,069 286 (19.3%) 3 20 47 65 8 28 12 12 2 4 3 3 50 149 125

南阿蘇村 6+ 2,265 1,822 266 (11.7%) 15 45 1 71 49 26 3 68 79 15 6 35 6 1 8 3 20 80 176 1

御船町 6- 1,223 960 161 (13.2%) 3 23 18 25 9 30 24 3 36 2 1 3 63 32 102

嘉島町 6+ 596 473 83 (13.9%) 4 5 16 4 2 5 2 2 1 1 18 46 33 7

益城町 7 248 203 23 (9.3%) 1 1 1 1 4 5 2 1 1 7 3 14 1 21 1

甲佐町 5+ 1,755 594 111 (6.3%) 3 12 14 12 23 18 1 2 30 13 1 5 19 9 32 1 2 7 1,050

山都町 6- 2,551 2,442 57 (2.2%) 3 10 2 8 16 3 11 2 6 3 3 1 1 1 18 7 49 3

宇土市 6+ 816 787 5 (0.6%) 1 2 2 2 22 2

宇城市 6+ 3,307 3,034 148 (4.5%) 12 26 1 27 23 44 10 2 1 3 3 7 1 1 31 27 123 2

美里町 6- 1,821 1,705 89 (4.9%) 3 7 1 17 24 14 14 5 2 2 3 1 8 3 1 30 2 26 1

八代市 6- 6,445 6,004 73 (1.1%) 5 5 1 9 5 22 3 6 1 2 1 22 1 1 21 344 24

氷川町 6- 221 214 3 (1.4%) 1 1 1 1 3

水俣市 5- 1,904 1,880 2 (0.1%) 1 1 22

芦北町 5+ 2,716 2,631 5 (0.2%) 1 4 4 5 80

津奈木町 5- 1,167 1,134 0 (0.0%) 33

人吉市 5- 1,002 952 1 (0.1%) 1 49

錦町 4 908 908 0 (0.0%) 0

多良木町 4 630 621 0 (0.0%) 1 8

湯前町 4 165 161 0 (0.0%) 0 4

水上村 4 111 111 0 (0.0%) 0

相良村 4 117 113 0 (0.0%) 3 1

五木村 4 194 176 0 (0.0%) 18

山江村 5- 136 130 0 (0.0%) 5 1

球磨村 4 675 657 0 (0.0%) 18

あさぎり町 5- 491 490 0 (0.0%) 0 1

上天草市 6- 2,694 2,629 2 (0.1%) 1 1 1 62 1

天草市 6- 6,384 6,275 2 (0.0%) 1 1 1 2 103 4

苓北町 4 447 447 0 (0.0%) 0

合　計 73,451 67,242 1,770 (2.4%) 88 222 34 272 335 238 10 22 246 162 54 16 29 182 27 51 17 16 27 432 397 4,238 201

割合（％） 91.55% 2.41% 0.12% 0.30% 0.05% 0.37% 0.46% 0.32% 0.01% 0.03% 0.33% 0.22% 0.07% 0.02% 0.04% 0.25% 0.04% 0.07% 0.02% 0.02% 0.04% 0.59% 0.54% 5.77% 0.27%

浄化槽被害有り



   市町村別の被害浄化槽基数は、西原村２８６基（19.3％）、嘉島町８３基（13.9％）、

御船町１６１基（13.2％）南阿蘇村２６６基（11.7％）、基数は少ないが菊陽町７基（14.3％）

で被害率が１０％以上である。熊本市、西原村、南阿蘇村、御船町、甲佐町、宇城市の

断層に沿った市町村で１００基を超えている。 

   被害箇所は、西原村では、漏水、散気管が多い、特に浄化槽の廃止・全損壊が１４９

基と調査基数の１０％以上の大きな被害を受けている。南阿蘇村では、漏水、流入・放

流管の被害が多く、また廃止・全損壊も８０基となる被害を受けている。 

 

（２）機能保証登録浄化槽の市町村別被害箇所別の状況 

   機能保証浄化槽の市町村別の被害状況については、西原村１１２基（16.0％）、御船町

７５基（14.0％）、嘉島町１４基（10.4％）が１０％以上の被害を受けており、益城町、

美里町、大津町が全体被害率の２．４％を上回る被害を受けている。機能保証浄化槽に

ついても活断層に沿う市町村が被害が大きいことがわかる。 

   被害箇所は、西原村は漏水、散気管等の浄化槽本体の被害が多く、さらに浄化槽の廃

止・全損壊も７１基と村全体で大きな被害を受けている。御船町は流入・放流配管、送

風機の被害が多く、また、浄化槽の廃止・全損壊も１５基ある。 

    

 

 

  

 

 

 

 

最大
震度

調査総
数

浄化槽
被害無し

 浄化
槽本
体の
浮上・
沈下
（浮OR
沈）

浄化
槽本
体の
破損・
変形
（破OR
変）

仕切
板･隔
壁・
バッフ
ル等

漏水

散気
管等
内部
装置

接触
材及
び担
体（槽
含む）

沈殿
槽

消毒
槽（薬
筒）

流入
配管(

放流
配管

会所
（イン
バート
マス）

流入
放流
配管
及び
本体
等の
蓋

放流
ポンプ
（槽含
む）

送風
機（ブ
ロワ）
電気
不通
含む）

スラブ
（周囲
含む）

応急
措置・
修理
等済

浄化
槽廃
止（予
定含
む）・
全損
壊

確認
不能

地震
以外
廃止･
下水
道

熊本市 6± 707 658 9 (1.3%) 2 1 3 3 1 1 3 40

玉名市 6- 1,393 1,353 1 (0.1%) 1 1 38 1

和水町 6- 234 234 (0.0%)

菊池市 6+ 310 305 4 (1.3%) 1 1 1 1 1 1 1

合志市 6+ (0.0%)

大津町 6+ 185 170 6 (3.2%) 3 2 1 1 8 1

菊陽町 6- (0.0%)

阿蘇市 6- 941 888 14 (1.5%) 4 3 1 1 6 39

産山村 6+ 74 72 (0.0%) 2

西原村 7 699 548 112 (16.0%) 2 6 13 19 2 7 3 21 71 39

南阿蘇村 6+ 155 148 3 (1.9%) 1 2 1 1 1 1 1 4

御船町 6- 534 424 75 (14.0%) 11 5 8 5 19 11 2 14 23 15 35

嘉島町 6+ 134 112 14 (10.4%) 2 1 1 2 10 6 2

益城町 7 67 55 5 (7.5%) 1 1 1 1 2 2 6 1

山都町 6- 794 769 15 (1.9%) 4 1 1 2 2 4 3 2 9 1

宇土市 6+ 442 436 1 (0.2%) 4 1

宇城市 6+ 949 907 19 (2.0%) 1 3 2 1 7 2 1 1 1 7 3 23

美里町 6- 46 43 2 (4.3%) 1 1 2 1

八代市 6- 2,284 2,156 19 (0.8%) 1 2 10 1 1 5 8 3 103 6

氷川町 6- 46 46 (0.0%)

上天草市 6- 1,142 1,126 (0.0%) 16

天草市 6- 1,293 1,282 (0.0%) 1 10 1

合計 12,429 11,732 299 (2.4%) 9 33 1 27 36 31 1 39 21 4 3 27 1 70 114 384 14

割合（％） 94.39% 2.41% 0.07% 0.27% 0.01% 0.22% 0.29% 0.25% 0.00% 0.01% 0.31% 0.17% 0.03% 0.02% 0.00% 0.22% 0.01% 0.56% 0.92% 3.09% 0.11%

浄化槽被害
有



第６章 調査結果の考察 

 

１ 調査結果のまとめ 

  調査対象基数７３，４５１基のうち、調査ができた基数が６９，０１２基（94.0％）、調

査不能等が４，４３９基（6.0％）で、調査ができた６９，０１２基のうち、被害ありが１，

７７０基（2.4％）、被害なしが ６７，２４２基（91.5％）あった。 

 

被害ありの浄化槽が設置されているところの震度を見ると、そのほとんど（1,627 基 

91.9％）が、震度６弱以上を記録した市町村にある。 

  震度ごとに見ると、震度７を記録した西原村、益城町は、調査総数１，７２８基に対し、

被害あり３０９基（17.9％）、被害なし１，２７２基（73.6％）、調査不能等が１４７基（8.5％）

で、全調査基数あった。 

震度６弱及び震度６強を記録した２０市町村で、設置基数５０，８９１基のうち１，３

１８基（2.6％）の被害が生じている。 

また、震度６弱未満を記録した市町村においても１４３基（0.3％）の被害が生じている。

さらに、解体・解体予定の浄化槽が、３９７基である。 

 

浄化槽の被害状況は、浄化槽本体に関するものが１，０１９基（1.5％）で、その中でも

漏水が２７２基（0.4％）と多い。流入放流配管に関するものが、３６７基（0.5％）、送風

機に関するものが２０３基（0.3％）、廃止全損壊は３９７基（0.6％）であった。 

 

被災地域の浄化槽設置場所の震度等をさらに詳細に分析する必要はあるが、以上のこと

から、震度７を記録した市町村の被害の割合は、１７．９％で、震度６強、６弱を記録し

た市町村の被害の割合は２．６％と被害の割合が低下しており、震度４以下では、被害は

みられない。浄化槽の箇所別では、浄化槽本体に関するものの被害が多い。 

 

全浄連機能保証登録浄化槽について登録年度別の被害状況を見ると、平成１７年度以前

に登録された浄化槽の被害率が３．９％で、平成１８年以降に登録された浄化槽の被害率

が１．９％であることから、設置年数が古い浄化槽への被害率が２倍である。 

単独処理浄化槽は調査していないが、設置経過年数で見ると平成１２年浄化槽法改正以

前であることから、被害を受けている可能性が大きいと考えることもできる。 

 

  地震による浄化槽の被害状況について、浄化槽の設置場所における地震の震度や設置経

過年数或いは被害箇所等について調査しその結果をまとめたが、浄化槽の設置場所の地形

や土壌の違い等における浄化槽の被害状況等について検証することも今後発生する災害へ

の防災・減災に有効ではないかと考える。 

 

 



２ 地震被害を受けての今後の課題 

  被害を受けた浄化槽１，７７０基のうち、応急措置済み４４０基、解体又は解体予定３

９７基、未補修９３３基であった。 

  未補修の浄化槽については、浄化槽法の目的としていることが達成できないことになる

が、補修の手が回っていないことや被害を受け経済的な問題等もあり補修されていないこ

とが考えられる。また、避難所となったところの浄化槽の保守点検、清掃或いは応急処理

等ができているかも問われるところである。 

環境省作成の「災害時の浄化槽被害等対策マニュアル第２版」では、災害発生後、浄化

槽の被害状況の確認、応急処置、復旧工事、それから、災害時における応援協定の締結等

について記載されている。 

 

平成２８年熊本地震発生直後は、交通網の遮断もあり、支援物資の輸送、応急資材輸送

等緊急性の高いものが優先され、また、災害時の混乱による不審者等も見受けられる等が

あり、浄化槽関係者が被害状況を調査することや、日頃の保守点検することも困難な状況

にあった。地震発生から２ヶ月から３ヶ月経たころから少しずつ落ち着いてきたが、被災

者はまだ避難所の生活で、道路の復旧も応急的処置で交通渋滞がいたるところで起きてい

る。 

 

このような状況において、今回、全浄連から助成を受け協会会員が維持管理する全ての

合併処理浄化槽７３，４５１基について、会員の協力のもと調査できたことは、今後の浄

化槽を普及していく上で大きな財産となった。 

災害発生による浄化槽の応急処置、復旧については、浄化槽を個人が設置した場合は、

あくまで個人の財産であるため、市町村の補助金を受けて設置したかどうかに関わらず浄

化槽の復旧に係る国の補助制度はないが、災害発生後の生活環境を保全し公衆衛生を良好

に保つためには、市町村設置型も含め早急な対策がとられるような方策がないか考えてい

くことが必要である。 

この報告書については、もっと詳細に分析が必要であるとの思いもあるが、浄化槽に様々

な方向から力が加わった場合にどのように影響を受けるかは、浄化槽の設計等で計算され

ていると思われること等から、そこまでは行っていない。 

 

この調査に携わった協会会員、役員、職員の願いは、この調査報告書が、浄化槽の果た

している役割と私たち浄化槽に関わるものの使命を多くの人々に知っていただき、重ねて

述べるが浄化槽の普及につながると同時に、この先、また、大きな地震を含む災害が発生

した時に、どのように備え、どのように対応していくか十分に活かされることである。 
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○ 市町村別の人口、世帯数、面積、密度                                                

（熊本県統計より） 

   

総数 男 女

熊本県 704,730 1,786,170 841,046 945,124 7,409 241

熊本市 315,456 740,822 348,470 392,352 390 1,898
八代市 47,972 127,472 59,221 68,251 681 187
人吉市 13,849 33,880 15,625 18,255 211 161
荒尾市 20,910 53,407 24,887 28,520 57 931
水俣市 10,639 25,411 11,693 13,718 163 156
玉名市 24,474 66,782 31,348 35,434 153 438
山鹿市 19,145 52,264 24,495 27,769 300 174
菊池市 16,949 48,167 22,984 25,183 277 174
宇土市 13,285 37,026 17,679 19,347 74 498
上天草市 10,477 27,006 12,550 14,456 127 213
宇城市 21,432 59,756 28,121 31,635 189 317
阿蘇市 10,078 27,018 12,668 14,350 376 72
天草市 33,224 82,739 38,353 44,386 684 121
合志市 20,560 58,370 28,034 30,336 53 1,097

下益城郡 3,611 10,333 4,792 5,541 144 72
　美里町 3,611 10,333 4,792 5,541 144 72

玉名郡 15,036 41,131 19,580 21,551 211 195
　玉東町 1,825 5,265 2,486 2,779 24 216
　南関町 3,560 9,786 4,599 5,187 69 142
　長洲町 6,139 15,889 7,741 8,148 19 818
　和水町 3,512 10,191 4,754 5,437 99 103

菊池郡 28,655 74,436 36,478 37,958 137 545
　大津町 12,705 33,452 16,467 16,985 99 338
　菊陽町 15,950 40,984 20,011 20,973 37 1,094

阿蘇郡 14,453 37,375 17,994 19,381 703 53
　南小国町 1,642 4,048 1,903 2,145 116 35
　小国町 2,805 7,187 3,398 3,789 137 52
　産山村 526 1,510 784 726 61 25
　高森町 2,463 6,325 2,989 3,336 175 36
　西原村 2,341 6,802 3,309 3,493 77 88
　南阿蘇村 4,676 11,503 5,611 5,892 137 84

上益城郡 30,268 85,768 40,758 45,010 784 109
　御船町 6,317 17,237 8,165 9,072 99 174
　嘉島町 3,170 9,054 4,283 4,771 17 544
　益城町 11,477 33,611 16,064 17,547 66 512
　甲佐町 3,710 10,717 5,043 5,674 58 185
　山都町 5,594 15,149 7,203 7,946 545 28

八代郡 3,878 11,994 5,599 6,395 33 360
　氷川町 3,878 11,994 5,599 6,395 33 360

葦北郡 8,225 22,334 10,413 11,921 268 83
　芦北町 6,481 17,661 8,248 9,413 234 75
　津奈木町 1,744 4,673 2,165 2,508 34 137

球磨郡 19,259 54,940 25,648 29,292 1,326 41
　錦町 3,641 10,766 5,079 5,687 85 127
　多良木町 3,537 9,791 4,565 5,226 166 59
　湯前町 1,479 3,985 1,844 2,141 48 82
　水上村 822 2,232 1,043 1,189 191 12
　相良村 1,504 4,468 2,092 2,376 95 47
　五木村 461 1,055 508 547 253 4
　山江村 1,149 3,422 1,597 1,825 121 28
　球磨村 1,368 3,698 1,742 1,956 208 18
　あさぎり町 5,298 15,523 7,178 8,345 160 97

天草郡 2,895 7,739 3,656 4,083 68 115
　苓北町 2,895 7,739 3,656 4,083 68 115

面積は国土地理院が公表した「平成２７年全国都道府県市町村別面積調」による。ただし、境界未定地域を含む

平成27年

世帯数
（世帯）

人口（人） 面積
（ｋ㎡）

密度
（人/ｋ㎡)

市町村名



○ 協会の要望活動 

熊本地震で多くの浄化槽に被害が生じた。浄化槽のほとんどは個人所有であるため、災

害救助法に基づく「住宅の応急修理制度」はあるものの浄化槽管理者は、自ら修理等を行

わざるを得なくなっている。このことは、浄化槽と同じ汚水処理施設である下水道利用者

と比較した場合、下水道被害については災害復旧が公的に行われており不平等感があるこ

とから、協会としては、要望を様々な機会を捉え、各方面に行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要  望  書 

 今回の熊本地震における生活排水処理施設の被害について、下水道処理施設あるいは浄化槽市町村整備推

進事業（市町村設置型）で設置された浄化槽に関しては、その復旧・復興に向け公的関与による早急な被害調

査、修復が行われています。 

 浄化槽市町村設置整備事業（個人設置型）により設置された浄化槽についても公共用水域等の水質保全、公

衆衛生の向上に多大に寄与するものであり、それゆえに国の交付金等の助成を受け整備されているものであり

ますが、被災した浄化槽には公的補助制度がありません。 

 個人が所有する浄化槽についても、水環境の保全、公衆衛生の確保及び被災者を公平に救済するという観点

から、今回の熊本地震による被害浄化槽の復旧・復興に国の積極的な支援を行う必要があるため、以下の要望

を行います。 

 

１．熊本地震の被災者に向けた浄化槽の維持管理費に対する公的助成を要望します。 

浄化槽が所期の機能を発揮するためには適正な維持管理（清掃・保守点検・法定検査）の実施が不可欠とな

っております。 

今回の熊本地震のような甚大な災害が発生した場合、被害の状況を把握しいち早く復旧工事等を行うことが

水環境保全及び衛生面からも必要となります。 

しかしながら、被災者に向けた維持管理費の公的補助制度は設けられていないため、浄化槽法で定められた

維持管理の実施に係る維持管理費（清掃料、保守点検料、法定検査料）の支払いは被災された方々にとって大

きな負担となっています。 

つきましては、地震等の大規模災害の際の被災者に向けた清掃料、保守点検料、法定検査料への公的助成制

度の創設を要望します。 

 

２．熊本地震により被災した浄化槽の修理への公的助成を要望します。 

 今回の熊本地震により多くの浄化槽が被害を受けましたが、現行の制度下では個人設置浄化槽の修理に関

し、公的な助成制度は設けられておらず被災された方々は生活再建に多額の経費を要する中で、個人の費用に

よる修理を余儀なくされております。 

 つきましては、地震等により被災した浄化槽の修理に対する公的助成制度の創設を要望します。 

平成 28 年 9 月 7 日 

公益社団法人 熊本県浄化槽協会 

会  長  森 田 和 博 

 



○ 国、県の被災浄化槽に対する助成制度（制度の概要を掲載） 

（１）災害時における浄化槽災害復旧事業（市町村設置型浄化槽） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害救助法に基づく「住宅の応急修理制度」の熊本県の要領（個人設置型浄化槽） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年熊本地震における住宅の応急修理実施要領 

（平成２８年４月２５日決定） 

（平成２８年５月２４日改正） 

災害救助法（以下「法」という。）では、「応急救助」、「自治体自らが実施する現物給付」とい

う基本原則の下で住宅の応急修理を行なうこととされているが、この実施要領は、平成２８年熊本

地震における、法に基づく住宅の応急修理の取扱について定めるものである。 

なお、本制度の対象となる、法の適用を受けた市町村は、県内全市町村である（平成２８年４月１

５日適用）。 

１ 対象者 

（１）以下の全ての要件を満たす者（世帯） 

①当該災害により半壊の住家被害を受け自らの資力では応急修理することができない者又は大規

模半壊の住家被害を受けた者災害により半壊又は大規模半壊の住家被害を受け、そのままでは住む

ことができない状態にあること。ただし、対象者が自宅にいる場合であっても、日常生活に不可欠

な部分に被害があれば、住宅の応急修理の対象として差し支えない。 

※全壊の住家は、修理を行えない程度の被害を受けた住家であるので、住宅の応急修理の対象とは

ならないこと。ただし、全壊の場合でも、応急修理を実施することにより居住が可能である場合は

この限りでない。 

②応急修理を行なうことによって、避難所等への避難を要しなくなると見込まれること対象者（世

帯）が、現に、避難所、車等で避難生活を送っており、応急修理を行うことで、被害を受けた住宅

での生活が可能となることが見込まれる場合を対象とする。 

災害時における浄化槽災害復旧事業 

地震等により浄化槽市町村整備推進事業が災害にあった場合に係る財政措置として、環境

省では「廃棄物処理施設災害復旧費補助金」が制度化されている。 

支援制度の概要は、次のとおり。 

補助金名 

対象事業 

 

基準額（下限）（一基当たり） 

補助率等 

地財措置 

 

「廃棄物処理施設災害復旧費補助金」 

浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型）により整備

した浄化槽 

40万円 

補助率1／2（原則） 

補助うら分についても、公営企業等災害復旧事業債の充

当可（特別交付税措置は、元利償還金への一般会計繰出

額の50％） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③応急仮設住宅を利用しないこと 

住宅の応急修理と重複して、応急仮設住宅(民間賃貸住宅含む)を利用することは、応急修理の目的

を達成できないため認められない。 

２ 住宅の応急修理の範囲及び基本的考え方 

（１）住宅の応急修理の範囲 

住宅の応急修理の対象範囲は、屋根等の基本部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管・配線、ト

イレ等の衛生設備の日常生活に必要欠くことのできない部分であって、緊急に応急修理を行うこと

が適当な箇所について、実施することとする。 

（２）基本的考え方 

応急修理の箇所や方法等についての基本的考え方は、以下のとおりとする。（詳細は、別紙３「応

急修理にかかる工事例」のとおり） 

①地震の被害と直接関係ある修理のみが対象となる。 

②内装に関するものは原則として対象外とする。 

ただし、床や外壁の修理と併せて畳等や壁紙の補修が行われる場合については、以下の取扱とする。 

応急修理は、一般的には、より緊急を要する部分から実施すべきものであり、通常、畳等や壁紙の

補修は、優先度が低いと解されるが、壊れた床の修理と合わせて畳等の補修を実施する場合には、

１戸当たり６畳相当を限度として、また、壊れた外壁の修理とともに壁紙の補修を実施する場合に

は、当該壁の部分に限り対象とする。 

③修理の方法は、柱の応急修理が不可能な場合に壁を新設するなど代替措置でも可とする。 

④家電製品は対象外である。 

３ 基準額等 

（１）住宅の応急修理のため支出できる費用は、原材料費、労務費及び修理事務費等一切の経費を

含むものとし、１世帯あたりの限度額は、５７６，０００円以内とする。 

（２）同一住家（１戸）に２以上の世帯が居住している場合に住宅の応急修理のため支出できる費

用の額は、（１）の１世帯当たりの額以内とする。 

（３）借家の取扱 

借家は、本来、その所有者が修理を行うものであるが、災害救助法の住宅の応急修理は、住宅の再

建や住宅の損害補償を行うものではなく、生活の場を確保するものであるから、借家であっても、

所有者が修理を行えず、かつ、居住者の資力をもってしては修理できないために現に居住する場所

がない場合は、所有者の同意を得て応急修理を行って差し支えない。 

４ 手続の流れ 

都道府県又は事務委任を受けた市町村（ 以下、「都道府県等」という。）は、被災者に対する住

宅相談窓口を開設し、業者の斡旋と合わせて応急修理制度の概要を説明する。以後の手続きは以下

のとおり。 

修理件数が著しく多数となり、事務処理作業に長時間を要することによる事務の停滞が予想される

場合は、都道府県等の判断により、手続きを以下のとおり簡略化できるものとする。（数字は図１ 、

２ に対応）__ 

 

 

 



○ 熊本地震への法定検査等の対応について 

 

Ⅰ 熊本地震発生直後の対応について 

 

＜４月１５日（金）＞ 

職員事務所関係 

  ・検査員全員待機、出張検査員に帰社の指示及び職員の安否確認（全員ケガ等なし） 

  ・事務所家屋被害殆ど無し、書棚等の倒壊書類の散乱有り 

検査関係 

  ・検査実施基数４５基、検査中止（延期）基数２５６基 

  ・ＢＯＤ測定機器及び法定検査システム異常なし 

 

＜４月１８日（月）＞ 

  職員事務所関係 

  ・検査員全員待機、職員の安否確認（４７名中、１２名避難所又は自宅待機）ケガ等なし 

  検査関係 

  ・検査中止（延期）基数４０６基（浄化槽管理者へ延期の連絡、甚大な被害地区は連絡せず） 

  ・ＢＯＤ測定装置１台被害（測定不能）３９８基ＤＯ５測定不能（後日再検査へ） 

  ・４月１４日１５日天草支所検査１２５基ＢＯＤ検体未到着（後日、宅急便会社より連絡有）  

 

＜４月１９日（火）＞ 

  職員事務所関係 

・職員全体会議（グループ長会議は１日２回開催） 

・職員の安否確認（４７名中、１０名避難所又は自宅待機）ケガ等なし 

・復旧復興に向けた対応方針の徹底（２０日から日常に戻す） 

・被災者の状況等を充分考慮・配慮すること 

  ・被害が甚大な市町村には指示あるまで対応しないこと 

検査関係   

  ・４月１１・１４・１５・１９日検査予定の１，６００基への対応含めた検査の実施 

  ・ＢＯＤ測定装置１台で対応（約２８０基／日）（１台測定可能時期不明） 

  ・６町村で法定検査の延期及び再請求等の延期 

  ・全ての結果書にお見舞いの言葉を同封 

  ・検査不能になった１１条検査手数料の返金２２基     

 

＜４月２０日（水）＞ 

  指定検査機関として、法定検査業務を通常に復帰させることが、熊本地震からの復旧復

興につながるものと共有し、以後避難所生活の職員の出社を願いながら業務に専念した。 

 

 



Ⅱ 法定検査の実施状況 

 

１．浄化槽法第１１条定期検査（法定検査）の上半期実施状況 

  ①保健所別４月から９月検査基数 

 

 

  ②特に被害が大きいと想定される市町村における４月から９月検査基数 

 

 

２．１１条検査の実施に向けて 

  浄化槽法第１１条において、浄化槽管理者は毎年 1 回指定検査機関が行う水質に関する

検査を受けなければならないと規定している。 

  １１条定期検査が、浄化槽が所期の機能を発揮し生活排水を適正に処理し公共用水域等

に放流することを確保する為の検査であることからも、熊本地震における被害を受けられ

ている浄化槽管理者は検査を受けなければならないものである。 

  一方、今回の熊本地震は甚大であり浄化槽管理者は家屋等の損壊又は浄化槽の被害等経

済的にも多大な負担を受けている。 

  そういった中、公共用水域等の水質保全、公衆衛生の向上の確保から、１１条定期検査

を受けていただくために以下のことを検討する必要がある。 

 

（１）検査手数料の減免（公的助成）を行うことはできないか。 

※法定検査手数料について、浄化槽の有する公共性及び法令順守の観点から、被災者

である浄化槽管理者の負担軽減図るために公的助成を行うべきではないか。 

 

（２）浄化槽管理者負担とした場合 

① 浄化槽管理者及び設置地域の状況等を考慮した検査はどうあるべきか。 

   ※４月発震後、被害が甚大と思われる地域、市町村においては、検査の時期を延期す

るなど考慮してきたが、このままであれば毎年１回の検査ができない状況にある。 

このことは、浄化槽管理者が法に規定する検査を受けなければならないことが履行

できなくなる懸念がある。 

延期の期限あるいは延期対象浄化槽の基準等はどうするのか。 

     

② 通常の検査のあり方に返すのか。 

※浄化槽管理者等からの不信不満が蓄積蔓延する可能性がある。 

熊本市 有明保 山鹿保 菊池保 阿蘇保 御船保 宇城保 八代保 水俣保 人吉保 天草保 合計

平成28年度検査対象基数 12,173 10,461 2,548 3,305 9,097 6,629 6,180 6,806 5,765 4,468 10,490 77,920
平成28年度（4～9） 4,885 5,880 1,551 1,639 3,338 1,313 3,580 5,445 3,322 2,697 7,510 41,160
平成27年度（4～9） 4,971 5,978 1,486 1,598 4,874 2,577 3,670 5,455 2,993 2,745 7,373 43,720
増減（Ｈ28－Ｈ27） -86 -98 65 41 -1,536 -1,264 -90 -10 329 -48 137 -2,560

熊本市（南） 西原村 南阿蘇村 御船町 嘉島町 益城町 甲佐町 山都町 宇城市 合計

平成28年度検査対象基数 3,973 1,535 2,438 1,262 603 259 1,708 2,797 3,314 17,889
平成28年度（4～9） 1,251 1 545 68 0 64 310 871 1,596 4,706
平成27年度（4～9） 1,327 848 1,485 717 266 204 543 847 1,690 7,927
増減（Ｈ28－Ｈ27） -76 -847 -940 -649 -266 -140 -233 24 -94 -3,221

年間検査基数

14,549
12,977
1,572

17,889



３．１０月以降の法定検査について 

（１）１１条定期検査（法定検査）の公平性を高め受検率の向上を図る法定検査の在り方 

① 現在延期している地域及び浄化槽について、地域の浄化槽を取り巻く状況を充分把

握し、可及的速やかに検査を実施していく。 

    官公庁（市町村設置型含む）、企業法人等の浄化槽の検査から徐々に検査を実施して

いく。 

個人の浄化槽については、検査が補修等の助言あるいは補修後の機能回復の診断等

検査本来の意味を持つものである。震災の復旧・復興状況を見据えつつ検査にあたる。 

   

② 平成２７年度において、１１条定期検査の未受検浄化槽が４．５万基存在している

と思われる。そこで、受検率向上における恒常的な課題に取組む。 

    具体的には、普及啓発活動の取組みとして、市町村等との連名による文書勧奨、勧

奨後、未依頼者に対する協会検査員による一斉戸別訪問を行い、更に市町村同行での

戸別訪問等を行う。 

    これまでの未受検者に平成２８年度検査を受けていただき、平成２９年度以後も継

続して検査を受けていただけるよう取組み、受検率の向上を図る。 

 

（２）平成２８年度１０月から３月の取組みが、平成２９年度以降の受検率の更なる向上につな

がるよう努める。 

 

４．平成２８年度法定検査実施基数予測（平成 29 年 2 月末推測） 

 

 

 

平成28年度７条及び11条検査実施状況予測(概要）

熊本市 248 20,316 12,173 8,143 347 10,608 8,866 1,742 404 10,547 8,703 1,844

有明保 168 14,279 10,461 3,818 266 11,151 8,921 2,230 314 10,806 8,621 2,185

山鹿保 35 3,880 2,546 1,334 86 3,055 2,199 856 137 2,936 2,059 877

菊池保 69 6,028 3,305 2,723 125 3,705 2,538 1,167 90 3,677 2,467 1,210

阿蘇保 206 11,537 9,097 2,440 325 6,077 5,067 1,010 338 8,296 6,837 1,459

御船保 115 10,166 6,629 3,537 285 4,321 3,244 1,077 216 6,975 5,063 1,912

宇城保 94 11,759 6,180 5,579 163 7,604 4,859 2,745 193 7,475 4,707 2,768

八代保 159 19,777 6,806 12,971 200 10,783 4,778 6,005 228 10,559 4,883 5,676

水俣保 69 8,129 5,765 2,364 122 6,400 5,004 1,396 144 6,276 4,910 1,366

人吉保 80 7,427 4,468 2,959 116 5,065 3,561 1,504 152 4,956 3,440 1,516

天草保 163 19,437 10,490 8,947 265 14,454 9,047 5,407 271 14,397 8,893 5,504

合　計 1 ,406 132,735 77,920 54,815 2,301 83,223 58,084 25,139 2,487 86,900 60,583 26,317

保健所
等

平成28年度検査対象基数（H28/4/1現在） 平成28年度検査基数 平成27年度検査基数

7条検査

11条検査

7条検査
実施基数

11条検査実施基数

合　計 合併処理 単独処理 合計 合併処理 単独処理

7条検査
実施基数

11条検査実施基数

合計 合併処理 単独処理



○ 浄化槽関係団体の被災地への支援活動 

 

【熊本県環境事業団体連合会の支援活動】 

熊本県環境事業団体連合会は、熊本県と平成１９年に「災害時におけるし尿及び浄化槽

の汚泥の収集運搬、仮設トイレ設置し円筒の災害支援協定」を締結した。 

この協定に基づき、平成２８年４月１４日の前震直後より、熊本県から熊本県環境事業

団体連合会に、仮設トイレの確保の要請があった。 

環境整備事業団体連合会は、要請を受け、連合会を構成する熊本県環境整備事業協同組

合、熊本県環境保全協会、協同組合熊本県環境技術協議会で分担し、それぞれ以下の支援

活動を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮設トイレの提供（設置期間：４月１４日～５月１０日）

支援先自治体 支援団体等

熊本市 仲介 178 基

菊池市 熊本県環境整備事業協同組合 20 基

合志市 熊本県環境整備事業協同組合 10 基

大津町 仲介 7 基

西原町 仲介 20 基

南阿蘇村 仲介 35 基

高森町 仲介（うち２基は熊本県環境整備事業協同組合） 10 基

益城町 仲介 206 基

嘉島町 仲介 10 基

496 基

基数

計
 

  

 

【環境事業団体連合会の連絡体制】 

・熊本県下を 9 ブロックに分割 

・全社から２名の役員の携帯電話番号を登録。 

・全社の車両・仮設トイレの保有数の把握。 

・熊本県循環社会推進課（旧廃棄物対策課）との緊急時の連絡先確認。 

・市町村からの支援要請窓口は熊本県循環社会推進課。業界の窓口は連合会事務局 

 



【熊本県環境整備事業協同組合の支援活動】 

 

・益城町の仮設トイレ等のし尿の運搬の支援 

地元業者が収集した汚泥を組合員より１０トン車を借りて中継し、熊本県流域下水道の

管理者から提案で流域下水道へつながっているマンホール(熊本市弓削)へ投入した。 

※この件については、県流域下水道管理者と熊本県環境整備事業協同組合事務局が県

下水環境課へ提案し、県から国土交通省へ問いかけ、今回は特例との事で了解を得た

ので、し尿の担当である県環境生活部、循環社会推進課等へ報告し、連携して行った。 

 

・益城町下水道管路破損等による汚水移送支援 

４月２１日から６月５日迄の約４５日間、熊本県環境整備事業協同組合の組合員がバキ

ューム車を使用し、マンホール間の汚水の移送をし、緊急対応の支援を行った。 

   ○ 延べ車両１１１台、１５３人。 

下水道復旧は、被災規模が小規模な箇所から始まり、当初はバキューム車の出動も頻繁

であった。 

６月５日に、益城町とも話し合いの末、地元組合員に業務を引き継ぎ、支援業務を終了

した。 

 

 

 

                          汚水移送支援 

 

 

 

                  

                       



【熊本県環境保全協会関係の支援活動】 

   

日本環境保全協会の協力のもと、九州各県と協力し、仮設トイレの提供、仮設トイレ汲

取り、給水支援等の活動を以下のとおり実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮設トイレの提供

支援先自治体 支援団体等

熊本市 熊本県環境保全協会 295 基

日本環境保全協会北九州支部 26 基

熊本県環境保全協会 44 基

宮崎県環境保全協会 6 基

美里町 熊本県環境保全協会 2 基

支援先自治体 支援団体等 車両 人員

熊本市 熊本県環境保全協会 バキュームカー延べ343台 延べ　428人

宇城市 熊本県環境保全協会 バキュームカー延べ254台 延べ　315人

阿蘇市 熊本県環境保全協会 バキュームカー延べ　29台 延べ　78人

支援先自治体 支援団体等 車両 人員

熊本市 熊本県環境保全協会
パッカー車　　　延べ307台
アームロール車延べ120台
ダンプ車　　　　 延べ57台

延べ　769人

日本環境保全協会北九州支部 アームロール車延べ５台 延べ　10人

長崎県環境保全協会 アームロール車延べ40台 延べ　30人

宮崎県環境保全協会 アームロール車延べ20台 延べ　529人

※宇城市の災害ごみ・避難所ごみ運搬支援は、熊本県環境整備事業協同組合員、地元塵芥業者も支援

支援先自治体 支援団体等 車両 人員

宇城市 熊本県環境保全協会 アームロール車延べ2９台 延べ　558人４月２３日～１０月３１日

４月１５日～１０月３１日

４月１７日～５月１９日

災害ごみ・避難所ごみ運搬支援

期間

４月１８日～８月３１日

６月２日～６月６日

基数

宇城市

仮設トイレ汲取り、給水支援、汚泥運搬支援

４月１４日～７月３０日

期間

期　　間

４月１５日～８月３１日

10月31日

５月２３日～６月１日宇城市

４月２８日～５月２２日

４月１５日～９月３０日

10月31日

４月１６日～５月２５日

災害廃棄物仮置場管理支援

期間



【協同組合熊本県環境技術協議会】 

  

 ・嘉島町のし尿収集運搬車両支援 

   嘉島町のし尿収集運搬許可業者の社屋(車庫含む)が被災、道路も至る所が陥没、隆起

による損壊のため、作業に使用するバキューム車が出動できない事態に陥った。 

   嘉島町の要請により協同組合熊本県環境技術協議会会員である甲佐町のし尿収集運搬

許可業者からバキューム車１台を手配し支援した。 

  

   支援期間  平成２８年４月１８日  から  ４月２０日 

   支援の内容  バキューム車 １台 

 

 ・菊池市(旧泗水町)のゴミ処理 

   菊池市環境保全組合が管理する東部清掃工場(ごみ焼却処理施設)が被災したため稼動

中止となり、当該施設で処理していた菊池市(旧泗水町のみ)分を、菊池市が管理する  

Ｅco village 旭（ＲＤＦ施設）で処理することとなった。 

   菊池市が委託する運転管理業者に処理区域外(旧泗水町)のごみ搬入による特別操業の

依頼があり、運転管理業者の協力会社である地元の協同組合熊本県環境技術協議会会員

が特別操業対応を行った。 

 

   支援期間  平成２８年５月６日  から  ６月１７日 

   支援の内容  特別操業対応 

          延べ日数  ３０日 

          延べ人員  １８０人 

          延べ時間  ５３９時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○ 熊本地震による被害状況等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      熊本城石垣崩落              阿蘇神社楼閣崩落 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       阿蘇地域活断層       南阿蘇村立野地区土砂崩れ、阿蘇大橋崩落 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     益城町仮設住宅             益城町仮設住宅設置浄化槽 

 

 

  

  

 

https://kumamoto.photo/archives/picture.php?/2810/category/263


○ 小型合併処理浄化槽機能保証制度「大規模地震被害実態調査費等事業』における

調査実施要領（全浄連） 

 



 



 

 


